
注：◎は新規施策分
○は大幅増額分
（　　　）は累計額

単位：千円

１．新型コロナウイルス感染症への対応 １，９０２，９８５

（１）更なる医療体制の充実 ８１６，３２６

１ 新型コロナウイルス感染症医療機関等感染拡大防止等支援事業費
（保健福祉部　医療対策課） ４９０，０００

院内感染対策の強化を図るため、医療機関が行う院内感染防止対策に必要な設備整備等を
支援する。

対象 新型コロナ疑い患者の診療を行う救急・周産期・小児医療機関　70機関
補助対象 簡易陰圧装置、簡易診察室、空気清浄機等の購入経費
補助率 国10/10（上限1,000万円/機関）

２ ◎ 県立病院医療提供体制強化等緊急対策費負担金（保健福祉部　医療対策課）
１２３，１２６

３ ◎ 県立病院医療提供体制強化等緊急対策費（企業会計）（公営企業管理局　県立病院課）
１２３，１２６

今後の感染拡大に備え、県立病院における感染症患者の受入体制を強化するため、
医療機器等の整備や医療従事者の業務効率化・省力化を支援する。

感染症患者対応強化のための医療機器等の整備
場所 中央病院、今治病院、南宇和病院、新居浜病院
内容 人工呼吸器、ICUベッド　など

医療従事者の業務効率化・省力化のための機器整備等
場所 中央病院、新居浜病院
内容 医療従事者の業務効率化を図る機器等の整備

感染症病棟清掃等業務の外部委託による省力化
（新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金を充当）

４ ◎ 新型コロナウイルス感染症特定業務従事者慰労金給付事業費
（保健福祉部　健康増進課・障がい福祉課・長寿介護課） ６６，０００

感染症対応の最前線で奮闘している医療従事者等に対し、県独自の慰労金を給付する。
対象者 感染症患者を受け入れた医療機関・宿泊療養施設や、施設療養者を受け入れた

高齢者・障がい福祉施設等に勤務する者、かつ2年7月1日以降にレッドゾーン
又はイエローゾーンで業務を行った者

給付額 5万円/人
（新型コロナウイルス感染症対策応援基金を充当）

５ ◎ 新型コロナウイルス感染症医療従事者応援事業費（保健福祉部　障がい福祉課）
１４，０７４

感染症対応の最前線で奮闘している医療従事者に対し、障害者就労施設の授産製品等を届け、
心と体の癒しを提供する。

対象者 新型コロナ協力医療機関の医師・看護師
内容 焼菓子等の授産製品の提供

あん摩マッサージ指圧等利用券の提供
委託先 障がい者共同受注窓口、（公財）県視覚障害者協会
（新型コロナウイルス感染症対策応援基金を充当）
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（２）女性や離職者への支援 ４０，０８１

６ ◎ 新型コロナウイルス感染症対応女性相談支援強化事業費
（県民環境部　男女参画・県民協働課） １０，６９０

感染症の影響を受け、困難を抱える女性を支援するため、相談支援体制の拡充や
相談支援人材の養成等に取り組む。

内容
相談支援体制の拡充

相談員（2人）によるSNS等相談、出張相談（東・中・南予　各2回程度）
相談窓口に関する情報発信、衛生用品等の設置・提供

相談支援人材の養成研修の開催（5回）
関係機関による連携会議の開催（5回）

委託先 NPO等民間団体
負担区分 国3/4　県1/4
（新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金を充当）

７ ◎ 中小企業人材マッチング緊急支援事業費（経済労働部　産業人材課）
９，８００

感染症の影響を受け、積極的な求職活動が困難となっている離職者等に対して、非接触型の
求職活動への転換を促進し、県内中小企業者の人材確保を支援する。

内容 求人・移住総合支援サイト「あのこの愛媛」に特設支援ページを開設
デジタルマーケティングの手法を活用した誘導広告の配信

委託先 民間事業者
（新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金を充当）

８ ◎ 中小企業人材確保デジタル化支援事業費（経済労働部　産業人材課）
１９，５９１

感染症の影響を受け、全国的に採用活動のオンライン化が進む中で、県内中小企業者の
採用力の強化を図るため、採用・広報活動のデジタル化を支援する。

実施主体 （一社）えひめ若年人材育成推進機構（ジョブカフェ愛work運営主体）
対象 県内中小企業者
対象経費 デジタル技術等を活用した採用・広報活動のための

ホームページの改修、動画制作等に要する経費
補助率 県10/10（上限50万円/者）
（新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金を充当）

（３）第４波後の人流回復等への対応 １，０４６，５７８

９ ○ 新型コロナウイルス感染症対策観光客受入体制充実支援事業費
（観光スポーツ文化部　観光国際課） １，００４，３２５

感染症の影響により利用者が減少している県内宿泊事業者が行う受入体制の充実に向けた
取組みや感染拡大防止対策を支援する。

対象者 県内宿泊事業者
補助対象 旅行ニーズの変化等への対応などに要する経費

業種別感染拡大予防ガイドライン等への対応に要する経費
対象期間 2年5月14日～4年2月28日
補助率 国1/2（上限500万円/施設）
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１０ ◎ テレワーク導入推進企業緊急支援事業費（経済労働部　労政雇用課）
４２，２５３

感染症を契機とした働き方の多様化を後押しするため、テレワークの導入に取り組む県内
中小企業者に対して、専門家の派遣から機器導入まで伴走型の総合的支援を行う。

テレワーク導入に向けた専門家の派遣
委託先 民間事業者
派遣者 社会保険労務士、IT専門家

テレワーク機器の導入支援
対象者 県内中小企業者
補助率 県1/2（上限50万円/者）

（新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金を充当）

２．防災・減災対策の推進 ５，５０１，１１７
〔債務負担行為限度額　９４０，０００〕

１１ 農地防災事業費（農林水産部　農地整備課） １０，７６２

ため池豪雨等防災対策事業費
谷ヶ内下地区(西予市)ため池廃止、つつみが奥地区(鬼北町)ため池廃止

団体営 国10/10

１２ ため池地震防災対策事業費（農林水産部　農地整備課） ５９，９００

西条地区（西条市）ハザードマップ作成　など　5か所
団体営 国10/10

１３ 造林費（農林水産部　森林整備課） １４８，１２６

造林間伐促進費
237.8hａ

団体営 国30/100　県10/100

１４ 林道費（農林水産部　林業政策課） １３２，５２３

林道整備事業費
田之筋渓筋線(西予市) 　など　3路線

(国51/100・50/100　他10/100・0　県39/100・40/100・50/100)

１５ 広域林道整備事業費（農林水産部　林業政策課） １０，７３９

実施箇所
日向谷節安線(鬼北町)

補助率 国72/100　他5/100　県23/100

１６ 治山費（農林水産部　森林整備課） ７４，０４８

山地防災治山事業費
豊岡地区（四国中央市）谷止工、影井山地区（四国中央市）落石防護網工

（国50/100　県50/100）

(2,035,160)

(580,900)

(1,057,797)

(1,200,427)

(214,400)

(1,634,887)
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１７ 道路橋りょう新設改良費（土木部　道路建設課・道路維持課）
２，１０２，０５８

道路改築事業費 1,818,250千円
広田双海線（伊予市）　など　45か所

（国2/3・5.61/10・5.1/10　県1/3・4.39/10・4.9/10）
災害防除事業費 140,457千円

西条久万線（西条市）法面工　など　13か所
（国5.61/10・5.1/10　県4.39/10・4.9/10）

交通安全施設等整備事業費 143,351千円
国道441号（西予市）　など　15か所

（国5.61/10・5.1/10　県4.39/10・4.9/10）

１８ 逆なげ橋整備事業費（土木部　道路建設課） 〔債務負担行為限度額　２８０，０００〕

場所 菅田五郎停車場線（大洲市）
工事内容 桁製作・架設
工期 3年11月～5年3月

１９ ○ 道路受託事業費（土木部　道路建設課） ６，９０８

宇和島市受託事業
施工箇所 成漁港（宇和島市）
工事内容 高潮対策工事
負担区分 市10/10

２０ 地域高規格道路大洲・八幡浜自動車道整備事業費（土木部　道路建設課）
５３，６８４

施工箇所 国道197号大洲・八幡浜自動車道
夜昼道路 (大洲市平野～八幡浜市郷）

事業内容 道路改良工
負担区分 国5.5/10　県4.5/10

２１ ○ 自転車走行環境整備事業費（土木部　道路維持課） ７２，９２５

しまなみ海道の走行環境整備
整備内容 路肩拡幅整備0.5㎞
事業期間 2～3年度
負担区分 国5.61/10　県4.39/10

２２ ○ 海岸保全費（土木部　港湾海岸課） ２３８，３１６

海岸保全施設整備事業費
多喜浜新田海岸（新居浜市）堤防補強　など　11か所

（国5.5/10・1/2　他0・1/6　県4.5/10・1/2・2/6）

２３ ○ 港湾建設費（土木部　港湾海岸課） ７０４，３５９

港湾整備事業費
三島川之江港（四国中央市）岸壁改良　など　7か所

（国5/10～1/3　他1/6～2/9　県1/3～4/9）

２４ ○ 街路事業費（土木部　都市整備課） １，６５５，６１１

都市計画街路事業費
松山駅西口南江戸線（松山市）　など　4か所

（国56.1/100・55/100　他8/100　県35.9/100・37/100）

(3,230,524)

(13,080,356)

(10,700)

(290,819)

(1,330,691)

(1,604,096)

(2,876,084)
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２５ 松山外環状道路空港線用地整備事業費（土木部　都市整備課）
〔債務負担行為限度額　６６０，０００〕

場所 余戸北吉田線（松山市）
事業内容 用地補償
事業期間 3～5年度

２６ ○ 道後公園史跡環境整備事業費（土木部　都市整備課） １０，５２６

園路舗装　など
（国1/2　県1/2）

２７ ○ 総合運動公園施設整備費（土木部　都市整備課） ２２０，６３２

メインアリーナ屋根改修　など
（国1/2　県1/2）

３．当面措置が必要な施策への対応 ６９，５２４

２８ 低床式路面電車整備事業費（企画振興部　地域政策課） ５０，０００

公共交通機関の利用促進や観光客等の誘客促進を図るため、交通事業者が行う低床式路面
電車の導入に要する経費の一部を補助する。

事業主体 松山市
実施主体 伊予鉄道（株）
補助対象 低床式路面電車　2両
補助率 県1/8　(国1/2　松山市1/8)

２９ 業務改革モデル構築推進事業費（企画振興部　スマート行政推進課）
１９，５２４

働き方改革の推進に向けて、業務量調査の結果を基にした業務の団体間比較を実施し、
業務改革実践先行モデルの構築に取り組む。

対象 愛媛県、長野県、三重県、奈良県
内容 住民基本台帳業務などの連絡調整業務に係る標準業務プロセスの構築
委託先 民間事業者
負担区分 国10/10

(34,040)

(348,209)
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